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4　摘　　　　　要

以上の中間成紋の結果を要約すると，土壌式汚水浄

化装置の浄化能力は，前述の調査項目において極めて

効率が良く，特に水質汚濁防止法で規制されている

BOI）．SSの浄化効率は，処理水で50ppm以下とい

う水質で，また汚水温差による著しい変化は認められ

ず，浄化水質も無色透明に近い透視度でほとんど無臭

であった。なお処理能力限界以上の汚水又は降雨水や

融雪水が浄化装置へ流入すると，NH4，SSの浄化機

能の低下が認められた。

酪農の規模拡大とその問題点

門　間　敏　幸

（東北農業試験場）

1　ま　え　が　き

第1図に示すように我が国の酪農は．昭和59年ま

では飼養戸数・飼養頭数ともほぼ比例的な増加憤向を

示した。40年以降，飼養頭数は．これまでとほぼ同

じ割合で増加したが，飼養戸数は激減した。これは多

頭化の進展を示すものであり，45年までこの傾向が

継続する。しかし．45年以降，飼養頭数も減少傾向

を示すようになる。このことは，これまで経済の高度

成長に伴う食料消費構造の高度化・多様化による需要

の伸長に支えられ順調に展開してきた我が国の酪農が，

これまでのような購入飼料に依存した労働集約的な小

規模飼養経営を新たな経営へ転換すべき時期にさしか

かっていることを示している。
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第1図　乳牛飼養戸数・飼養頭数の変遷

（全国）

現在の社会情勢からみて今後その発展が期待される

のは，豊富な草資源に支えられた草地型酪農経営であ

ろう0更に土地・労働力の合理的利用の視点から，酪

農複合経営も我が国酪農の今後の展開の中で重要な役

割を果たすであろう。

以上のような観点から本報告では，岩手県二戸市に

おける調査事例をもとに酪農経営の規模拡大の方向及

び問題点を考察した。

2　土地面積不定線形計画法による規模拡

大の可能性とその問題点の分析

24戸の農家経営調査結果を基礎に「多頭飼孝十水

稲（自給用）」，「野菜＋水稲（自給用）＋少頭飼着」

の2つの類型を想定し，規模別経営規型を土地面積不

定線形計画法を用いて導き．酪農の規模拡大の可能性

及びその間額点の分析を行った。

1「多頭飼養＋水稲（自給用）」

耕地面積が5．5ha段階まではいずれの耕地規模にお

いても水稲を作付制限一杯まで作付し，乳牛部門と組

み合わせた経営が有利である（第1表）。乳牛の飼養

頭数は，5．5haの占．2頭までは順調な伸びを示すが，

その後は労働に関する制約が作用し減少する。5．5ha

以上になると水稲・乳牛のいずれも縮小し，これらの

作目に代わって労働粗放的な作目である単作ダイズ，

ソバの作付が大きく増加する。収益は意外に伸びず，

この経営類型で得られる最高の比例利益は115．5万円

で所得は8°．2万円である。雇用労働は5．5ha以上では

すべての類型で制限一杯の50人すべてが使用される。

特に5月中旬，6月下旬，7月上旬にかなり多く導入

される。余剰家族労働は．酪農部門を除いた他の経営

類型の試算結果と比較しかなり低い値を示す。このこ

とは酪農部門の導入により年間の合理的な労働力の利

用が実現されたことを示す。

この演算結果と他の経営類型の演算結果を比較して

いえることは，耕地面積が2．Oha段階までは，他の収益



東北農業研究　第17　号　（1975）　　　　　　　　　　－179－

第1蓑　経営類型1（「多頭飼養＋水稲（自給用）」）の単体表演算結果

耕　 地　 面　 積　 （ a ） 1 5 0 2 0 0 2 5 0 5 0 0 5 5 0 4 0 0 4 1 °．d

収

益

比 例 利 益 （万 円 ） 5 2．0 8 8．8 8 4．5 9 8，9 1 1 1．5 1 1 4．7 1 1 5．5

所　　 得 （万 円 ） 5 6．7 5 0．0 6 1．2 7 1．7 8 2．1 8 5．8 8 °．2

作

目

の

規

模

別

組

ノゝ
lコ
せ

（a ）

水　　　　　　　 稲 5 4 4 （～ 5 7 7 0 7 4 5 5 4 4．8

ヒ　　　　　　　　　　　　 こ仁 7 2

コ　　　　 ム　　　 ギ 7 2

ア　　　 ズ　　　 キ 7 2

単　 作　 ダ　 イ　 ズ 4 5 ° 8 8 1 0 2．5

ソ 2 9 5 7 5

牧　　　　　　　 草 8 0 9 占 1 2 9 1 5 7 1 8 9 1 5 8 1 5 鼠 5

デ　 ン ト　 コ　 ー　 ン 5 8 4 2 5 8 8 9 7 1 7 0 7 0．7

乳　　　　　　　 牛 2．8 5．5 4 ．8 5．7 占．2 5．8 5 ．8

雇　 用　 労　 働　 （人 ） 5 2 0 5 2 5 0 5 0 5 0

余 剰 家 族 労 働 （人 ） 2 8 7 2 2 0 1 7 4 1 2 7 9 1 8 7 8 7

性の高い作日，例えば野菜，果樹，養蚕，タバコ，ホッ

プといった作目を主部門とした経営類型の方が酪農を

主部門とした経営よりもはるかにその収益性は高い。

酪農がこれらの作目との競争に打ち勝つためには，産

乳量の大幅な増加はもちろん．飼考管理労働の合理化．

牧草・飼料作物の生産量の増加と省力化を図り．土地．

労働生産性の向上を実現しながら多頭化していかなけ

ればならない。

2　「野菜＋水稲（自給用）十少頭飼養」

耕地面積が1．5haまでは水稲と野菜それにヒエー麦

－ダイズ，アズキといった労働粗放作目を組み合わせ

た経営が採用され，この段階まで酪農は採用されない

（第2表）。しかし，ニ：／ジン㌧キiウリといった瞳め

て労働集約的な作目は，この演算における労働制約条

件下では最大1ha経営耕地規模の段階で頭打ちとなる。

水稲は1ha段階から耕地規模限界である5．2dhaまで

一貫して作付制限一杯まで作付される。酪農は1．5ha

段階から出現し．5haで最高飼養頭数2．8頑を示しそ

れ以降減少する。1．5ha以上では．野菜十水稲＋酪農

それに労働粗放的作目である雑穀を組み合わせた経営

が採用される。しかしながら収益は意外に伸びず最高

でもその比例利益は9鼠4万円，所得91．7万円である。

第2衰　経営類型2（「野菜＋水稲（自給用）＋少頭飼養」）の単体表演算結果

耕　 地　 面　 積 （ a ） 5 0 1 0 0 1 5 0 2 0 0 2 5 0 5 0 0 5 2 ム0

収

益

比 例 利 益 （万 円 ） 4 9 4 8 5 ．4 7 4．1 8 ‘．5 9 2．8 9 8．7 9 鼠 4

所　　 得 （万 円 ） 4 8．8 d 1．8 7 1，5 8 5．8 8 5．6 9 2．9 9 1．7

作

目

の

規

模

別

組

A
lコ
せ

（a ）

水　　　　　　　 稲 1 4 2 4 5 1 4 0 4 8 5 2 ．0

ニ　　 ン　　 ジ　　 ン 1．9 2．1 1 5 1 8 1 8 2 2 5 1．5

キ　　 ュ　　 ウ　　 リ 2 5 2．7 2 2 1 8 1 2 5

加　 工　 ト　 マ　 ト 1 2

ヒ エ ー 麦 － ダ イ ズ 1 1 2 （～ 4 9 2 7 4 9 4 5 2 8 ．0

単　 作　 ダ　 イ　 ズ 4 7 5 1 4 4 9 0．0

麦　 －　 ソ　　 パ 2 2 5 1．0

ア　　　 ズ　　　 キ 2 9 2 2 4 2 2 1 2 5．7

コ　　　　 ム　　　 ギ 2 5．0

牧　　　　　　 草 1 2 4 1 4 0 7 2 4 Z O

ア　 ン　 ト　 コ　 ー　 ン d 1 8 1 8 5 2 2 1．0

乳　　　　　　 牛 0．4 5 1．5 1．4 2．° 1．7

雇　 用　 労　 働　 （人 ） 4 8 5 0 5 0 5 0 5 0 5 0 5 0

余 剰 家 族 労 働 （人 ） 2 0 7 1 4 4 1 0 9 8 0 d O ‘ 2 7 6
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一方，労働力利用の面ではかなり年間労働力の合理的

な配分が行われており，他の演算結果と比較して最も

小さな値を示している。この経営類型では酪農の導入

は，年間労働力の合理的利用という面では極めて重要

な役割を果たすが，その収益面での寄与は少ない。以

上の結果から見ても，最近における1～2頭を飼養す

る零細酪農経営の離脱ということがうなずけよう。し

かしながら労働力の合理的利用，地力維持，土地の高

度利用といった観点を考慮し，その収益性を高めるな

らば，複合経営における有力な部門として定着するこ

とは可能である。

以上，lPの試算結果から酪農の規模拡大における

問題点がかなり明らかになった。

5　酪農生産団地推進構想の考察

もPの試算結果及び事例農家分析においても，この

地域で想定される標準的企業酪農経営の飼養頭数目標

20頭，酪農所得200万円を達成するような経営はみ

られなかった。このことの一番大きな原因は，豊富な

草資源を有していながら．その生産量が低いというこ

とと1頭当たり乳量が低いといった栽培技術，飼養管

理技術の低位性にある。それと同時に飼養管理労働を

中心とする労働生産性の低さということも酪農の規模

拡大における大きな阻害要因となっている。

こうした情勢の中で出現したのが生産団地構想であ

る。二戸市でも現在4つの酪農生産団地の推進構想が

進められている。これらはいずれも刈取を主体とする

生産団地で飼料生産は乗用トラクタによる一貫作業体

系を採用し，120頭規模を収容できる哺育・育成牧場

の存在をその必須条件としている。飼養管理はパケ，

ト式ミルカー，ユニットクーラーを採用し飼養管理労

働の合理化を目指している。

この構想の中で一番大きな問題になるのが，哺育・

育成牧場の造成と生産団地参加農家の技術水準の向上

である。そのためには額極的中核農家の育成による高

位技術水準の平準化，草地開発可能地の開発が必要で

ある。

4　結　　　　　論

以上，豊富な草資源を有する岩手県北畑作地帯にお

ける酪農経営の規模拡大の方向とその問題点を考察し

た結果，次の結論が得られた。

1収益性の面では現在の技術水準では他の作目と

比較してメリットがあるとはいえない。しかし牧草・

飼料作物の土地・労働生産性の向上，合理的飼養管理

労働による1頭当たり乳量の増大の余地は瞳めて大き

く残されており，この点の改善が規模拡大のキーポイ

ントである。

2　複合経営の場合，年間労働力の合理的配分とい

う面ではかなり大きな役割を果たす。しかしながらこ

の類型では労働競合が生じるために収益がそれほど伸

びないという結果におち入りやすい。労働競合を生じ

ないような適切な作目の選択が望まれる。

5　酪農生産団地の育成は，個別による規模拡大の

限界の打破，技術の高位平準化という面ではかなりな

役割を果たすと思われる。そのためには，哺育・育成

牧場の造成，中核農家の積極的な育成が望まれる。

乳用子牛の冬期間の飼養法の違いが放牧時の発育に及ぼす影響

飯　　　　武　勝

（福島県畜産試験場）

1　日　　　　　的

冬期間の飼養法の違いが発育，生理機能などの健康

に及ぼす影響とその後の放牧期にどのように影響する

かを検討する。

2　試　験　方　法

1　供試牛

ホルスタイン種雌双子4組（昭4710開始時，生

後4，5．8，7月令）

2　試験区の構成

第1表に示す。

5　調査項目

発育，採食量，繁殖状況，体温，呼吸数，心拍数，

呼吸ガス代謝などの生理機能の変化。


